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〔二次出版〕

アウトリーチ型の官民連携による中小企業における健康経営の推進：
横浜リンクワーカープロジェクト

― Frontiers in Public Health に掲載された 
英語論文の日本語による二次出版―

甲斐裕子1），藤井悠也1），髙士直己1 , 2 ），吉葉かおり1），村松（野口）祐子1），野田隆行1），
神藤隆志1 , 3 ），城所哲宏1 , 4 ），矢島陽子5），春日潤子6），荒尾　孝1）

SUMMARY

　緒言：中小企業における健康増進の取り組みは大企業に比べて遅れており，革新的な戦略を通じて中小
企業の健康経営を強化することが急務である。我々は，官民連携によるアウトリーチ戦略がこの目的に有
益であると仮説を立てた。本研究は，日本の横浜市における官民連携戦略の実施状況を検証し，実施成果
に着目して，中小企業における健康経営への影響を評価することを目的とした。
　方法：本研究は横浜リンクワーカープロジェクト（Y-Link プロジェクト）の一環として，日本の横浜市
における官民連携プログラムを記述し，検証する。このプログラムには横浜市と民間の生命保険会社が関
与している。訓練を受けた保険営業担当者がプログラムの「リンクワーカー」として活動し，市内の小規模
企業にアプローチした。リンクワーカーは，横浜市が認定する「横浜健康経営認証」の取得を支援し，外部
機関と協力して従業員向けの健康増進プログラムを提供するなど，企業のニーズに合わせた支援を行った。
介入は2020年 8 月から 9 月にかけて実施された。プロジェクトの評価には RE-AIM フレームワークを用
いた。データは，リンクワーカーの活動記録，認証記録，リンクワーカーへの調査，および介入 6 か月後
と18か月後に参加企業を対象とした追跡調査から抽出した。
　結果： 2 か月以内に71人のリンクワーカーが500社（50％が従業員50人未満の中小企業）を訪問した。そ
のうち224社（45％）が認証を取得し，地域の認証率向上に貢献した。リンクワーカーが支援した企業は，
有意に規模が小さい傾向にあった。認証取得企業における職場健康増進プログラム実施のオッズ比（非認
証取得企業と比較）は， 6 か月後で4.09（95％ CI: 1.79-9.35），18か月後で2.31（95％ CI: 1.04-5.11）であった。
中小企業の場合，オッズ比は 6 か月後で6.87（95％ CI: 1.74-27.06），18か月後で3.42（95％ CI: 1.17-10.03）で
あった。24か月後の認証維持率は，企業規模にかかわらず60％であった。リンクワーカーは，アウトリー
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緒　言

　職場は健康増進のための重要な場であるが，そ
の取り組みは企業規模によって格差がある。従業
員の健康と生産性を促進する職場健康増進プログ
ラム1）は，大企業と比べて中小企業では実施され
ていない2-5）。中小企業の従業員は社会経済的不
利益に加え，健康状態が不良であり6），高齢期の
死亡リスクが高くなる7）。従業員の健康と生産性
における企業規模に関連した健康格差を是正する
ためには，中小企業において健康増進を推進する
必要がある。
　従業員の健康増進は，医療費の削減や株価の上
昇を通じて雇用主にも利益をもたらす8,9）。雇用
主による従業員の健康への投資は，健康経営と呼
ばれる10）。健康経営は，少子高齢化が進む社会に
おいて重要である11）。米国12）やウェールズ13）など
における国家的な表彰制度は，健康経営の推進を
支援している。日本は，急速な少子化と人口高齢
化が進む国であり，生産性の高い労働力を確保し
つつ医療費を削減することが重要な目標であると
認識されている14,15）。
　健康経営を実施している企業では，従業員の健
康状態の改善16）や株価の上昇17）が報告されている。
しかし，健康経営の導入状況は企業規模によって
異なっている。例えば，健康経営を実施する大企
業の数は増加しているものの，中小企業では限定
的である。これは主に，これらの中小企業がこの
種の職場介入に投資する能力が限られているため
である11）。中小企業における健康経営は，企業規
模によって生じる健康格差の縮小を可能にする可
能性がある。しかし，我々の知る限り，これらの
中小企業で健康経営を推進するための具体的な方
法やプログラム戦略は確立されていない。
　健康経営の推進を目指す公的機関は，認証プロ
グラムを作成したり15），表彰したり13），健康経営

介入に関するメディアキャンペーンを実施してい
る。しかし，通常，このようなキャンペーンに反
応するのは大企業のみであり，これらの公的機関
の取り組みだけでは，中小企業における健康経営
の推進と実施促進には不十分である。地方自治体
のような公的機関は，民間企業との協力により特
に中小企業に届けやすいメッセージや情報を提供
できる可能性がある18）。
　近年，保健分野における公的機関と民間企業の
協力は一般的になり，民間／／商業セクターの事業
体を効果的に関与させることは官民連携戦略と呼
ばれている19,20）。例えば，プライマリヘルスケア
における多くの官民連携は，予防および保健サー
ビスへのアクセスを向上させてきた21）。中小企業
の顧客をもつ保険会社は，中小企業の経営者／／企
業と外部のウェルネスプログラムとの間の潜在的
な架け橋となる可能性が報告されている18）。この
ように，地方自治体と民間保険会社が関与する官
民連携に基づくアウトリーチ戦略は，中小企業に
おける健康経営を推進するための新規かつ影響力
のあるアプローチとなり得る。これが本プログラ
ム評価の主要な仮説である。
　本研究は，日本の横浜市で健康経営を推進する
ために用いられた新たな官民連携戦略の実施状況
と影響を評価することを目的とした。この戦略と
プログラム介入は，従業員49人以下の零細・中小
企業を主な対象とした。日本の法律では，このよ
うな中小企業は産業医の選任や衛生委員会の開催
が法的に免除されている。我々はこの革新的な戦
略を，RE-AIM フレームワーク（Reach：到達度，
Effectiveness： 有 効 性，Adoption： 採 用，Imple-

mentation：実施，Maintenance：維持）22）を用いて
評価し，実社会の中小企業における健康経営推進
のための，本介入の実現可能性と実施経過を体系
的に評価した。

チ戦略が自身の主業務に好影響を与えていると認識していた。
　結論：Y-Link プロジェクトのアウトリーチ戦略は，横浜市の中小企業における健康経営を強化し，企業
規模に関連するプログラム利用可能性の格差に対処する長期的な健康増進プログラムの実施を可能にした。

Key words：産業保健，健康格差，中小企業，職場における健康増進，健康経営，官民連携
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方　法

Ａ．研究デザインと設定

　横浜リンクワーカープロジェクト（Y-Link プロ
ジェクト）の一環として実施された本研究は，日
本の横浜市における官民連携戦略を記述し，検証
するものである。このプログラムには，自治体

（横浜市）と民間の生命保険会社（M 社）が参加し
ている。横浜市は，人口約376万人の大商業都市
であり，横浜健康経営認証を積極的に推進してい
る。M 社の従業員は約47000人で全国に支社をも
ち，横浜市では41の営業所と約2000人の従業員を
有する相互会社である。Y-Link プロジェクトの
主な目的は，横浜市内の企業において健康経営と
市民の健康増進を推進することである。本プロ
ジェクトは，横浜市と M 社が2020年 3 月に連携
協定を締結した後，2020年 8 月に開始され，現在
も継続中である。2020年 8 月から 9 月までの介入
期間（図 1 ）において，M 社の営業担当者が「リン
クワーカー」として選ばれ，企業ごとに介入を提
供するための研修を受けた。研修を受けたリンク
ワーカーは，顧客企業を訪問し，健康経営を推奨
した。介入企業に関するデータ収集は2023年 2 月
まで継続された。リンクワーカーの活動は介入期
間中に体系的に実施されたが，介入後のフォロー
アップの必要性は各リンクワーカーの判断に委ね
られた。
Ｂ．介入戦略

　リンクワーカーは，健康経営推進のための介入
方法として，横浜市が認証する制度である「横浜

健康経営認証」の取得を顧客企業に推奨した。こ
の認証制度は2017年に開始され，横浜市内で健康
経営に取り組む企業を認定するものである。認定
を希望する企業は，前年の 9 月に横浜市に申請す
る必要があり，審査結果は 2 月に発表される。審
査基準は，体系的な健康経営実施の宣言，推進体
制の確立，従業員の健康課題の把握，および職場
健康増進プログラムの実施と評価が含まれる。横
浜健康経営認証には 3 つのレベルがあり，最も容
易なレベルは健康経営の実施へのコミットメント
を宣言する企業が取得できる。認証されると，企
業は認証マークの使用，市のウェブサイトでの公
表，および健康経営への取り組みに対する支援や
補助金を受ける資格を得る。財政的な利点には，
有利な融資条件や保証料助成が含まれる。更に，
認証取得企業は横浜市の公共調達において優遇措
置を受けることが可能である。すなわち，認証取
得企業は横浜健康経営認証を通じて，社会的な認
知，健康増進への支援，および経済的な利益を得
ることができる。認証の有効期間は 2 年間である
ため，企業は認証を維持するために 2 年ごとに再
申請し，審査を受ける必要がある。
　訪問対象となった企業は，主にリンクワーカー
が既存の顧客企業のなかから選定した。一部の訪
問には，保険契約の見直しなどのフォローアップ
活動が含まれていたが，単なる季節の挨拶である
場合もあった。更に，企業の代表者と自発的にア
ポイントメントを取って訪問する場合もあった。
訪問の際，リンクワーカーはまず健康経営と横浜
健康経営認証について説明を行った。次に，関心

〔二次出版〕 アウトリーチ型の官民連携による中小企業における健康経営の推進：横浜リンクワーカープロジェクト

1 横浜市内で健康経営に取り組む企業を認定する制度
図 1 ．研究スケジュール
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を示した企業に対して，認証申請の支援を申し出
た。加えて，従業員のために特定の職場健康増進
プログラムを実施したい企業に対しては，職場健
康増進プログラムを支援する外部の公的機関を紹
介し，必要に応じて申し込みを手伝った。これら
の介入は，各企業のニーズに合わせて調整された。
　リンクワーカーの活動は M 社の勤務時間内に
行われ，追加の給与は支給されなかった。リンク
ワーカー活動の適切な利用を確保し，営業活動へ
の不適切な利用を防ぐため，横浜市と M 社は「リ
ンクワーカー活動ガイドライン」を策定した。
Ｃ．リンクワーカー養成プログラム

　横浜市と M 社は協力してリンクワーカーの研
修を行った。集合研修は，介入前に 1 回，介入中
に 2 回の計 3 回開催された。更に，介入期間後に
2 回のオンラインフォローアップセッションが実
施された。横浜市内の M 社41営業所から，計71

名の法人営業担当者および営業所長がプログラム
に参加した。研修では，健康経営の重要性に関す
る議論，横浜健康経営認証申請プロセスに関する
情報，職場健康増進プログラムを支援するさまざ
まな外部組織の紹介，および意見交換ワーク
ショップが含まれた。フォローアップセッション
では，成功事例が報告され，横浜健康経営認証の
結果が発表された。初回のセッションは180分間，
その後のセッションは各90分間であった。
Ｄ．評価方法

　本研究では，公衆衛生および実装科学において，
約20年間適応されてきた RE-AIM フレームワー
クを用いて評価を行った。このフレームワークは，
研究から実践へのギャップを埋め，健康格差に対
処するために，報告の透明性を高め，エビデンス
に基づいた介入を普及させるための戦略的計画に
おいて貴重なツールとして機能する22）。RE-AIM

フレームワークは，Reach（到達度），Effectiveness

（有効性），Adoption（採用），Implementation（実施），
および Maintenance（維持）の 5 つの次元で構成さ
れる。本介入では，以下の方法を通じて評価され
た。
　Reach（到達度）：介入期間中にリンクワーカー

が訪問した企業の数と特性を分析することによっ
て調査した。
　Effectiveness（有効性）：介入レベルとコミュニ
ティレベルの 2 つのレベルで評価した。介入レベ
ルでは，リンクワーカーが介入した企業のうち，
横浜健康経営認証の取得に成功した企業の割合を
評価した。コミュニティレベルでは，横浜市全体
で横浜健康経営認証を取得した企業数の変化を介
入の影響指標とした。
　Adoption（採用）：M 社の横浜市内営業所におけ
るプロジェクトへの参加率を評価することで測定
した。更に，介入企業からのリンクワーカーに関
するフィードバックを横浜市職員から収集した。
　Implementation（実施）：リンクワーカーが訪問
した企業のうち，介入を実施した割合を調査する
ことで評価した。更に，提供された介入の具体的
な内容を調査した。
　Maintenance（維持）：介入後 6 か月および18か
月時点での従業員向けの健康増進プログラムの実
施状況を評価することで決定した。横浜健康経営
認証の維持状況を測るため，初回認証から24か月
後の企業の再認証状況を調査した。更に，この革
新的な戦略が民間企業によって持続可能であるか
を確認するため，リンクワーカーの主業務への影
響に関する認識を調査した。
Ｅ．企業カテゴリーの定義

　企業規模は従業員数によって，「零細」（ 5 人未
満），「小規模」（ 5 ～49人），「中規模」（50～299

人），「大規模」（300人以上）に分類した23）。日本
では，従業員50人以上の企業は産業医を選任し，
衛生委員会を開催することが法的に義務付けられ
ているが，従業員49人以下の企業はこの規則から
免除されている。そのため，後者の企業における
健康管理は不十分になりがちである。したがって，
我々は零細企業および小規模企業の評価に焦点を
当てた。
Ｆ．データソースと収集

　リンクワーカーの活動記録から詳細を抽出した。
これには，訪問した企業に関する情報（企業規模，
業種，認証状況，介入の詳細）が含まれていた。
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コミュニティレベルで横浜健康経営認証を取得し
た企業数とその規模に関しては，横浜市から集計
済みデータが提供された。
　加えて，介入企業に対し，初回介入後の 2 つの
時点，すなわち 6 か月後（2021年 3 月）と18か月後

（2022年 3 月）に，郵送による追跡調査を実施した。
調査では，生活習慣改善に関連する職場健康増進
プログラムの実施状況（「実施している」「実施を
検討している」「実施していない」），リンクワー
カー介入時の健康経営の認知度，および新型コロ
ナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックの業
績への影響について測定した。これらの各変数は，

「貴社では，従業員の運動習慣や食習慣を改善す
るための取り組み（例：ウォーキングキャンペー
ン，食事キャンペーン，生活習慣改善セミナー，
アプリ導入など）を実施する予定はありますか？」，

「『健康経営』という言葉を知っていましたか？」，
「COVID-19の流行は貴社の業績に影響を与えまし
たか？」という質問を用いて，それぞれ特定した。
この追跡調査は，訪問された全企業を対象とする
ことを目指し，回答は理想的には企業の社長また
は健康管理担当者から得ることとした。しかし，
事前にリンクワーカーを通じて調査を辞退した企
業には調査票を送付しなかった。追跡調査の回答
率は，介入 6 か月後で56％，18か月後で51％で
あった。回答した企業と回答しなかった企業の特
性の違いは，補足表 1 ，2 に詳述されている。
　リンクワーカー研修の全セッション（初回セッ
ションを除く）において，リンクワーカー活動が
主業務に与える影響を評価するため，リンクワー
カーを対象とした無記名調査を実施した。質問は，

「リンクワーカー活動は主業務にどのような影響
を与えますか？」とし，回答選択肢は「好影響」

「やや好影響」「中立」「やや悪影響」「悪影響」と
した。更に，第 3 回および第 4 回のセッション中
に行われた調査では，リンクワーカーに選択理由
を自由記述形式で提供するよう求めた。リンク
ワーカー調査の回答率は48％から87％の範囲で，
平均は70％であった。

Ｇ．データ分析

　χ ² 検定および残差分析を用いて，横浜健康経
営認証取得企業と非認証取得企業の特性の違い，
認証取得企業の規模の違い，およびリンクワー
カー調査の回答の分布を評価した。横浜健康経営
認証が職場健康増進プログラム導入に与える影響
を評価する追跡調査への回答のうち，「実施して
いる」および「実施を検討している」を「健康増進プ
ログラム実施」として再分類した。「健康増進プロ
グラム実施」を従属変数，企業規模，業種，雇用
状況，および COVID-19の影響を調整変数とした
多重ロジスティック回帰分析を実施した。企業規
模で層化したサブ分析は，中規模および大規模企
業のサンプルサイズが不十分であったため，零細
企業および小規模企業のみで実施した。統計的有
意水準は 5 ％未満に設定し，すべての分析は
SPSS Statistics 26（IBM 社）を使用して実行した。
リンクワーカー調査における自由記述回答からカ
テゴリーを抽出するために，内容分析を用いた。
Ｈ．倫理に関する声明

　本研究は，明治安田厚生事業団倫理審査委員会
の承認を得た（承認番号：2020-0002）。横浜市と
体力医学研究所は，研究協力について覚書を作成
しており，体力医学研究所が Y-Link プロジェク
トに対する学術的支援と科学的評価を実施するこ
とが規定されている。

結　果

Ａ．Reach（到達度）

　横浜市内の M 社の顧客企業2862社のうち，介
入期間中にリンクワーカーが500社を訪問し， 2

か月間の到達率は18％であった（図 2 ）。これらの
うち，50％が零細企業および小規模企業であった。
訪問された500社から規模不明の企業を除くと，
零細企業および小規模企業の割合は全体の69％に
増加する（表 1 ）。訪問先の企業の業種について本
研究では統制しなかったが，訪問企業には顕著な
偏りはなく多様な業種が含まれていた。企業の大
部分は正規雇用の従業員を抱えていた。多くの企
業は，リンクワーカーの介入時点で健康経営につ

〔二次出版〕 アウトリーチ型の官民連携による中小企業における健康経営の推進：横浜リンクワーカープロジェクト
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いて認識していなかった。
Ｂ�．Effectiveness:�intervention�level（有効性：

介入レベル）

　リンクワーカーが訪問した500社のうち，224社
が横浜健康経営認証を取得し，介入の成功率は
45％であった。認証取得企業は，非認証取得企業
よりも有意に規模が小さかった（表 1 ）。業種，雇
用形態，健康経営の認知度においては有意な差は
みられなかった。
Ｃ�．Effectiveness:�community�level（有効性：

コミュニティレベル）

　図 3 は，2017年の開始から 5 年間にわたる横浜
健康経営認証取得企業数の推移を示している。本
プロジェクトにおける介入の影響は，リンクワー
カーによる企業への支援が前年の2020年に実施さ
れたため，2021年にのみ観察される。2021年には，
認証取得企業数は過去最高の308社に達した（図
3 A）。企業規模の割合の推移には有意な差が観
察された。残差分析の結果，2021年は他の年と比
較して，大企業および中規模企業の割合が有意に
低く，小規模および零細企業の割合が有意に高

かった。小規模および零細企業の割合は18.2ポイ
ント増加した（57％→75％）。リンクワーカーに
よって支援された224社と，支援されなかった84

社との間には，有意な規模の違いがあった（図
3 B）。残差分析では，非支援企業群と比較して，
大企業および中規模企業の割合が有意に低く，小
規模および零細企業の割合が有意に高かった。小
規模および零細企業の割合（84％）は，非支援企業
群（52％）と比較して30.1ポイント高かった。
Ｄ．Adoption（採用）

　M 社の横浜市内41の全営業所で，リンクワー
カープログラムが導入された（導入率100％）。介
入企業からは，リンクワーカーに関する苦情はな
かった。
Ｅ．Implementation（実施）

　リンクワーカーは，訪問した500社のうち317社
で規定の健康経営支援活動を実施した（実施率
63％）。活動には，健康経営の説明（100％），情報
提供／／助言・認証取得（51％），申請書の作成支援

（42％），申請提出（42％）が含まれた。

図 2 ．介入企業選定過程のフローチャート

横浜市内の顧客企業
n = 2862

リンクワーカーが訪問した企業
n = 500, 17.5%

(2021年調査票発送: n = 361)
(2022年調査票発送: n = 323)

2021年認証取得企業
n = 224, 44.8%

(2021年回答: n = 150/219)
(2022年回答: n = 112/204)

2 年後に再度認証を
取得した企業
n = 134, 59.8%

2021年非認証取得企業
n = 276, 55.2%

(2021年回答: n = 53/142)
(2022年回答: n = 52/119)

2 年後に再度認証を
取得しなかった企業

n = 90, 40.2%

Effectiveness
（有効性）

Maintenance
（維持）

Reach
（到達度）
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Ｆ．Maintenance（維持）

　横浜健康経営認証が従業員の生活習慣改善のた
めの健康増進プログラム実施に与える影響を評価
した。認証取得企業は，非認証取得企業と比較し
て健康増進プログラムを実施するオッズ比が有意
に高かった（2.31～4.09）（表 2 ）。零細および小規
模企業（従業員49人以下）のサブ分析では，オッズ
比は更に高かった（3.24～6.87）。2021年に認証さ
れた224社のうち，134社が24か月後に再認証され
た（維持率60％，図 2 ）。企業規模による維持率に
有意な差はみられなかった（P = 0.51）（従業員49

人以下：61％，従業員50人以上：54％）。
　表 3 には，リンクワーカーが自己評価したリン
クワーカー活動の主業務への影響を示した。リン
クワーカーの大多数は，主業務に対して（やや）好
影響があると報告し，いずれの調査でも「悪影

響」を選択したリンクワーカーはいなかった。内
容分析によって抽出された，（やや）好影響を選択
した主な理由には，「顧客への貢献」「事業活動の
推進」「顧客との関係強化」「顧客サービスの質の
向上」「会社の社会的評価の向上」「顧客満足度の
向上」が含まれた。やや悪影響を選択した理由に
は，「主業務への負担」「顧客の需要不足」「COV-

ID-19パンデミックによる時間不足」が含まれた。

考　察

　中小企業における健康経営を推進するため，
我々は官民連携を通じたアウトリーチ型の支援戦
略を開発し，実社会での実施成果に着目してその
影響を評価した。リンクワーカーは小規模企業へ
のアウトリーチに成功した。横浜健康経営認証の
取得企業は，介入レベルおよびコミュニティレベ

〔二次出版〕 アウトリーチ型の官民連携による中小企業における健康経営の推進：横浜リンクワーカープロジェクト

表 1 ．介入企業の特性

全体
n = 500

認証取得企業
n = 224

非認証取得企業
n = 276

P 1

企業規模 0.02

　零細（従業員 5 人未満）  62（12.4）  40（17.9）  22（8.0）
　小規模（従業員 5 ～49人） 187（37.4） 119（53.1）  68（24.6）
　中規模（従業員50～299人）  95（19.0）  46（20.5）  49（17.8）
　大規模（従業員300人以上）  16（3.2）   6（2.7）  10（3.6）
　不明 140（28.0）  13（5.8） 127（46.0）
業種 0.41

　製造業  58（11.6）  29（12.9）  29（10.5）
　サービス業  55（11.0）  38（17.0）  17（6.2）
　建築業  54（10.8）  33（14.7）  21（7.6）
　運輸・郵便業  38（7.6）  22（9.8）  16（5.8）
　その他 149（29.8）  88（39.3）  61（22.1）
　不明 146（29.2）  14（6.3） 132（47.8）
雇用状況 0.35

　主に正規雇用 306（61.2） 173（77.2） 133（48.2）
　半分は非正規雇用  46（9.2）  29（12.9）  17（6.2）
　主に非正規雇用   9（1.8）   7（3.1）   2（0.7）
　不明 139（27.8）  15（6.7） 124（44.9）
健康経営の認知度 0.62

　内容を知っていた  51（10.2）  38（17.0）  13（4.7）
　聞いたことはあるが内容を知らなかった  55（11.0）  38（17.0）  17（6.2）
　知らなかった  97（19.4）  74（33.0）  23（8.3）
　不明 297（59.4）  74（33.0） 223（80.8）

1 χ² 検定を用いた認証取得企業と非認証取得企業の比較（不明な企業は除く）
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ルの両方において，大企業と比較して中小企業で
有意に増加した。横浜健康経営認証を取得した企
業は，非認証取得企業と比較して職場健康増進プ
ログラムを 2 ～ 4 倍多く実施しており，特に中小
企業においてその効果が顕著であった。中小企業

の横浜健康経営認証の維持率は，24か月後におい
ても大企業と同等であった。更に，民間企業の従
業員であるリンクワーカー自身も，この戦略が自
身の業務に肯定的な影響を与えると評価した。
　以上の結果から，Y-Link プロジェクトのアウ

図 3 ．コミュニティレベルでの認証取得企業数の推移

P < 0.001

B．2021年の横浜健康経営認証取得企業におけるリンクワーカー支援の有無による
企業規模の比較
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表 2 ．多重ロジスティック回帰分析：
Y-Link プロジェクトが職場の健康増進プログラム実施に与える影響

全体企業数
プログラム
実施企業数

％ オッズ比 95％ CI P 1

6 か月
　全企業
　　非認証取得企業 53 16 30.2 1.00

　　認証取得企業 148 89 60.1 4.09 （1.79 –9.35） < 0.01

　従業員49人以下の企業
　　非認証取得企業 23 5 21.7 1.00

　　認証取得企業 102 56 54.9 6.87 （1.74 – 27.06） < 0.01

18か月
　全企業
　　非認証取得企業 51 23 45.1 1.00

　　認証取得企業 111 65 58.6 2.31 （1.04 – 5.11） 0.04

　従業員49人以下の企業
　　非認証取得企業 30 11 36.7 1.00

　　認証取得企業 81 42 51.9 3.42 （1.17 – 10.03） 0.03
1 企業規模，業種，雇用状況，COVID-19の影響で調整
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トリーチ戦略は，横浜市の中小企業における健康
経営の強化に成功し，長期的な健康増進プログラ
ムの実施を可能にした。加えて，この戦略は経営
上の利益とも合致し，介入に対する企業の支持を
得ることができた。
　我々の知る限り，これは官民連携フレームワー
クの社会実装が中小企業における健康経営を促進
し，職場健康増進プログラムの長期的な実施を改
善できることを示した最初の研究である。特に注
目すべきは，リンクワーカーの介入効果が，大企
業よりも中小企業においてより顕著であったこと
である。より広範な規模で，より長期間にわたっ
て実施されれば，この戦略は企業規模に基づく健
康格差の縮小に貢献し，公衆衛生に大きなインパ
クトを与える可能性がある。
　先行研究では，中小企業における産業保健サー
ビスの推進を目的とした実践的な介入が，限られ
た範囲ではあるが検証されてきた。例えば，Al-

Khudairy L らは，クラスターランダム化比較試験
を通じて，組織レベルでの金銭的インセンティブ
の提供が，中小企業における健康とウェルビーイ
ング活動への関与増加と関連していることを明ら
かにした24）。しかし，雇用主の意識や行動は変化
したものの，従業員の行動は期待どおりには変化
せず，金銭的インセンティブと並行して組織的な
支援が必要であることを示唆している。更に，金
銭的インセンティブには相当な資金が必要であり，
そのような介入の持続可能性についての懸念が生
じる。
　Ahonen G らは，複数の中小企業を仮想的な共

同企業として位置づけることで，大企業と同様の
産業保健サービスへのアクセスを提供できる可能
性があると報告した25）。しかし，日本の中小企業
に対する産業保健サービスへのアクセスは，ほと
んどの中小企業が加入している全国健康保険協会

（協会けんぽ）を通じて既に可能になっている。そ
れにもかかわらず，企業規模に基づく健康アクセ
スにおける格差は依然として存在する。
　Saito J らは，綿密なインタビュー調査を通じて，
中小企業における健康増進活動の推進において，
雇用主のリーダーシップと動機付けが極めて重要
な役割を果たすことを強調した26）。したがって，
産業保健サービスを準備することに加えて，これ
らのサービスと中小企業，特に雇用主との間の

「連携」を促進するための社会的な枠組みを確立す
る必要性が生じる。
　我々の研究では，リンクワーカーによる介入は，
中規模または大規模企業と比較して，小規模企業
においてより顕著な影響を与えた。彼らが小規模
企業における健康増進を推進するうえで効果的で
あったのは，保険の販売やカウンセリングにおけ
る定期的な関与を通じて培ってきた，小規模企業
の経営者との信頼関係によって説明できるかもし
れない。
　新しい枠組みの成功裏な実施と持続可能性を確
保するためには，利害関係者がそこからメリット
を得られることが不可欠である。本研究は官民連
携に基づいているため，この枠組みが公共セク
ターと民間セクターの両方にメリットを提供する
ことが必要である。この官民連携フレームワーク

〔二次出版〕 アウトリーチ型の官民連携による中小企業における健康経営の推進：横浜リンクワーカープロジェクト

表 3 ．リンクワーカー活動が主業務に与える影響に対するンクワーカーによる自己評価

2 回目のセッション
n = 51

3 回目のセッション
n = 62

4 回目のセッション
n = 52

5 回目のセッション
n = 34

P 1

好影響 12（23.5） 13（21.0） 14（26.9）  7（20.6） 0.34

やや好影響 14（27.5） 30（48.4） 26（50.0） 21（61.8）
中立  9（17.6）  7（11.3）  8（15.4）  4（11.8）
やや悪影響  6（11.8）  5（8.1）  2（3.8）  1（2.9）
悪影響  0（0.0）  0（0.0）  0（0.0）  0（0.0）
不明 10（19.6）  7（11.3）  2（3.8）  1（2.9）

1 χ² 検定を用いた比較（不明分は除く）
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においては，地域住民および顧客の健康状態の改
善を通じて，公共セクターの医療費支出および保
険会社の保険金支払コストの削減に貢献する可能
性が特定された。したがって，この戦略は，官民
連携においてしばしば問題となる利害の対立を回
避し，フレームワークから得られる利益の共有を
可能にした。
　加えて，リンクワーカー自身も，自分の活動が
業務にもたらすメリットを認識していた。この認
識が， 2 か月以内にリンクワーカー 1 人当たり平
均 7 社への到達，4.5社での介入実施，3.2件での
認証取得成功といった，彼らの積極的な関与に貢
献した可能性が高い。近年，「共有価値の創造

（Creating Shared Value: CSV）」という，経済的価値
と社会的価値の両立を目指す経営コンセプトが，
健康増進分野の注目を集めている27）。将来的に，
公共および民間の主体によるこの経営コンセプト
への相互理解が，持続可能な官民連携フレーム
ワークの開発につながる可能性があると推測され
る。
　一方，本研究は考案された戦略に関連するいく
つかの課題を明らかにした。第一に，リンクワー
カーによる支援の有効性の持続可能性が懸念事項
として特定された。介入後 6 か月の時点で，認証
取得企業は非認証取得企業と比較して 4 倍高い職
場健康増進プログラム実施率を示したが，この増
加は18か月後には低下していた。介入企業に対す
る介入後のフォローアップ支援の体系的な実施が
欠如していたことが，プロジェクトの肯定的な影
響の持続性に関する懸念を引き起こしたと推察さ
れた。リンクワーカーに対する研修実施のみに依
存することは，長期的な有効性を維持するには不
十分であり，組織レベルでの管理方針の必要性を
強調している。
　第二に，運用レベルで認識される負担が別の課
題として浮上した。リンクワーカーは，「主業務
への負担」，「時間不足」，および「顧客ニーズの不
十分な理解」を主要な問題点として挙げた。した
がって，電子申請プロセスの合理化や，顧客の理
解を高めるための使いやすいツールの開発など，

運用レベルでの負担を軽減するための改善策を実
施する必要がある。
　本研究にはいくつかの限界がある。第一に，介
入企業を事前に設定できなかったため，介入前の
調査を実施することができなかった。結果として，
認証取得企業が介入前から既に積極的に健康増進
を実施していた可能性を排除することはできない。
しかし，健康経営の認知度に差がなかったことを
考慮すると，介入前の健康増進状況の差異は最小
限であった可能性がある。
　第二に，追跡調査の回答率が低かった。回答企
業と非回答企業の特性に有意な差はみられなかっ
たものの，非回答群にはかなりの数の非認証取得
企業が含まれていた（補足表 1 ，2 ）。したがって，
非回答企業は職場での健康増進に対して受容性が
低く，認証取得企業と非認証取得企業の間の職場
健康増進プログラム実施率における見かけ上の差
を過小評価する可能性があった。いい換えれば，
介入の影響が過小評価された可能性がある。
　最後に，我々はこの研究で企業の特性に焦点を
当てたため，従業員に関連する要因には対処しな
かった。しかし，従業員の特性は，理想的には調
整されるべき重要な交絡因子である。加えて，従
業員の健康状態への影響は重要なアウトカムであ
る。したがって，将来の研究では，人口統計学的
特性，職種，労働条件などの従業員に関連する要
因を調整し，個人の健康状態に対するこの介入の
効果を評価すべきである。
　結論として，我々の調査結果は，Y-Link プロ
ジェクトのアウトリーチ戦略が横浜市の中小企業
における健康経営を成功裏に強化し，長期的な健
康増進プログラムの実施を可能にしたことを示し
た。加えて，この戦略は経営上の利益とも合致し，
介入に対する企業の支持を得て，企業規模に関連
するプログラム利用可能性の格差縮小に貢献でき
ることが示唆された。

倫理に関する声明

　ヒトを対象として含む本研究は，明治安田厚生事業団
の倫理審査委員会の承認を得た。研究は，地域の法律お
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よび施設要件に従って実施された。本研究への参加に関
する書面によるインフォームド・コンセントは，国の法
律および施設要件に従い，不要であった。
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補足表 1 ． 6 か月後の追跡調査における回答企業と非回答企業の特性比較

回答企業 n = 203 非回答企業 n =158 P 1

企業規模 0.22

　零細（従業員 5 人未満）  25（12.3）  34（21.5）
　小規模（従業員 5 ～49人） 101（49.8）  69（43.7）
　中規模（従業員50～299人）  49（24.1）  34（21.5）
　大規模（従業員300人以上）   8（3.9）   7（4.4）
　不明  20（9.9）  14（8.9）
業種 0.55

　製造業  28（13.8）  25（15.8）
　サービス業  27（13.3）  26（16.5）
　建築業  28（13.8）  24（15.2）
　運輸・郵便業  25（12.3）  11（7.0）
　その他  79（38.9）  57（36.1）
　不明  16（7.9）  15（9.5）
雇用状況 0.40

　主に正規雇用 153（75.4） 120（75.9）
　半分は非正規雇用  25（12.3）  20（12.7）
　主に非正規雇用   3（1.5）   6（3.8）
　不明  22（10.8）  12（7.6）
横浜健康経営認証2021 < 0.01

　認証企業 150（73.9）  69（43.7）
　非認証企業  53（26.1）  89（56.3）

1 χ² 検定を用いた認証企業と非認証企業の比較
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補足表 2 ．18か月後の追跡調査における回答企業と非回答企業の特性比較

回答企業 n = 164 非回答企業 n =159 P 1

企業規模 0.36

　零細（従業員 5 人未満）  23（14.0）  27（17.0）
　小規模（従業員 5 ～49人）  89（54.3）  68（42.8）
　中規模（従業員50～299人）  35（21.3）  42（26.4）
　大規模（従業員300人以上）   6（3.7）   8（5.0）
　不明  11（6.7）  14（8.8）
業種 0.08

　製造業  18（11.0）  32（20.1）
　サービス業  21（12.8）  29（18.2）
　建築業  25（15.2）  19（11.9）
　運輸・郵便業  23（14.0）  13（8.2）
　その他  66（40.2）  54（34.0）
　不明  11（6.7）  12（7.5）
雇用状況 0.91

　主に正規雇用 126（76.8） 123（77.4）
　半分は非正規雇用  21（12.8）  22（13.8）
　主に非正規雇用   5（3.0）   3（1.9）
　不明  12（7.3）  11（6.9）
横浜健康経営認証2021 0.07

　認証企業 112（68.3）  92（57.9）
　非認証企業  52（31.7）  67（42.1）

1 χ² 検定を用いた認証企業と非認証企業の比較


